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「地区一斉住宅大掃除」が住宅の保全に果たした役割

（その１）行政の関わり方　　　　　○滋賀大教育　山崎古都子
　　　　　　　　　　　　　　　　　　岐阜女大家政　中野迪代

ｆ目的丿住宅の社会的耐用年数は年々短くなっている。建て替えの繰り返しは国民の資金

および労力の浪費であり、社会財の蓄積と環境問題の面からも「住宅を長持ちさせる」こ

とを再考すべきである。

　本研究では掃除が持つ点検機能に着目し、昭和40年代以前に盛んであった「地区一斉住

宅大掃除」（以下「一斉大掃除」と略す）が住宅の保全に果たした役割を明らかにする。

　本報は①「一斉大掃除」が全国的にかなり広く行われていた事実の法的よりどころと、

②それに基づいて行われた行政の対応を日月らかにする。

　ｆ方法丿上ta①については、新聞・官報を利用して法律を検索した後、当該法律の全文を

検討した。②については、大阪府八尾市以下数自治体発行の保存広報に掲載された記事を

検索分析し、さらに滋賀県下全市町村を対象としたハガキによる現状調査を行つた、

　［結果］「一斉大掃除」は昭和29年施行の『清掃法』で居住者の義務と自治体の役割が明

示された。また同法には掃除の目的、方法、内容も記述されている。しかし、広報によれ

ば、昭和29年以前にも「一斉大掃除」が実施されていたことが明らかである。「一斉大掃

除」は『清掃法』による義務づけに基づいて全国に広まったというよりは、むしろ明治30

年施行の『伝染病予防法』および大正11年施行の『伝染病予防法施行規則』第18条の「伝

染病の発生可能な地区における掃除の仕方に関する定め」を拡大解釈して各地で厳密に実

施されてきたものを、『清掃法』によって明文化したものと解釈するのが妥当である。そ

の後伝染病予防よりも生活廃棄物処理に課題が移行したため、『清掃法』は『廃棄物の処

理及び清掃に関する法律』に改正され「一斉大掃除」への自治体の取組も薄れていった。
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（その2）実施状況と効果　　　　　○岐阜女大家政　中野迪代
　　　　　　　　　　　　　　　　　　滋賀大教育　山崎古都子

【目的】　本報はfl報に続いて「一斉大掃除」が住宅の保全に果たした役割を明らかにす

ることを目的として、現在も行われている「一斉大掃除」の実施状況、実施内容、住宅保

全に果たした効果および、「一斉大掃除」の参加者と非参加者におけ･る住宅の啼i直瞳に関

する居住者の意識の遍いを把握した。

　【方法】　一一聞き取り調査（1994.4.1）とアンケート調査（1994.10　）を実施した。調査対

象は前報の自治体へのアンケート調査によフで、現在も「一斉大掃除」を実施しているこ

とが明らかになった滋賀県犬上郡多賀町萱原地区である。アンケート調査は悉皆m査で、

回収数126票（回収率90％）、回答者の内訳は男性35人、女性91人である。

　［結果］　聞き取り調査によれば萱原では「一斉大掃除」は「清mの日」と呼ばれており

　（以下「清潔の日」とする）、その最も代表的な内容は畳を上げることである。「清潔の

日」の日程は地区内の区長か衛生係によって口頭で知らされている。

　以下アンケーｊヽ調査結果について述べる。92％の世帯が「清潔の日」が１年に２回ある

ことを「よく知フで」いた。実施状況は「1994年に実施した」63.6X、「過去に実施した」

28.0%,、「したことがない」8.4Xであった。「清潔の旧」の大掃除が住宅の寿命に与える

効果を73､5%が認めており、その理由は畳を上げることによって床下を清掃するだけでな

く、床下の点検を行うことができることを挙げている。同地区は山間の伏流水が豊冨な地

域であるために、土台や基礎の腐食を防止する効果が高いことが指摘された。町冑潔の日I

に保全効果かあると答えた回答者の住居観には、「住宅を長持ちさせる」ことが環境への

負荷を軽減することに結びっくという考え方が強い傾向がみられた。
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